
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００１

H26

予算書項目 法令事務費

項　　目　　名 法令事務費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】法制係 0857-20-3103 
 
【９次総の施策体系】0201 
 
【事業の内容・実績（過去３年）】 
・訟務担当者会議旅費 
・法令参考図書等追録代 
・官報等購入費 
・審査基準・不利益処分基準の印刷費 
・条例、規則等の改正等に伴う鳥取市例規集（５巻）の追録、加除印刷費 
・法律・判例情報オンラインサービスの通信費、例規システム賃借料 
・法制執務研修委託料　市職員の法制執務能力の向上を図るため、外部講師を招いて行う 
 
（過去３年事業費）平成23年度　　9,299千円 
　　　　　　　　　平成24年度　　9,236千円 
　　　　　　　　　平成25年度　　7,444千円（見込み） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 7,639 

総務部長段階査定額 7,465 

総務管理費

目 一般管理費

前年度当初予算額 8,660 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 7,465 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 7,465 諸収入 0 

計 7,465 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００２

H26

予算書項目 市史編さん費

項　　目　　名 鳥取市史編さん事業費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】市史編さん室 0857-20-3101 
 
【９次総の施策体系】0201，0202 
 
【事業の経過及び背景】 
　新修鳥取市史編さん事業は、当初、近代までを編さん対象とし、昭和49年度から事業着 
　手し、次のとおり、昭和63年までに完了した。 
　　新修鳥取市史第１巻（古代・中世篇）…昭和58年刊行 
　　　　　　　　第２巻（近世篇）　　　…昭和63年刊行 
　　　　　　　　第３巻（資料篇）　　　…昭和60年刊行 
　その後、市制施行１００周年記念事業として、平成元年に、新たに近代篇（明治・大正 
　）の編さんに着手することを決定、平成５年に執筆者に執筆依頼、以後編さん事業が本 
格的にスタートした。 
 
【事業の目的及び効果】 
　新修鳥取市史第５巻（明治／社会・教育篇）を平成19年度に既に刊行し、第４巻（明治 
／政治・経済篇）についても編集作業を平成25年度に終え、刊行する予定としている。 
　また、第６巻（大正篇）も並行して編さんを続けており、平成26年度の一部刊行を目指 
している。 
 
【事業の内容・実績（過去３年）】事業費 
　　　　　　　平成23年度   7,876千円 
　　　　　　　平成24年度   7,005千円 
              平成25年度　10,885千円（見込み） 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 6,680 

総務部長段階査定額 6,374 

総務管理費

目 文書広報費

前年度当初予算額 10,496 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 580 0 

市長段階査定額 6,374 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,794 諸収入 580 

計 6,374 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００３

H26

予算書項目 市制施行記念式典費

項　　目　　名 式典関係費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】行政係 0857-20-3102 
 
【９次総の施策体系】0201 
 
【事業の経過及び背景】 
　明治22年に市制施行し平成26年10月1日に125周年を迎える。これを慶祝し市制施行125 
周年記念式典を開催する。 
 
【事業の内容・実績（過去３年）】 
　○鳥取市政施行125周年記念式典にかかる経費 
　　表彰状授与 
　　・市政功労者…40名（未定） 
　　　鳥取市表彰条例に基づき市政功労者の表彰を行い、長年の功績に感謝の意を 
　　　表するもの 
　　記念品贈呈 
　　・市政功労者…40名（未定） 
　　・叙勲・褒章受章者…45名（未定） 
　　　平成25年秋・平成26年春の叙勲褒章の受章者に対し祝意を表するもの 
　　式典運営経費 
　　・看板代・郵便料他 
 

款 総務費

項

本年度要求額 1,048 

総務部長段階査定額 932 

総務管理費

目 諸費

前年度当初予算額 1,243 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 932 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 932 諸収入 0 

計 932 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００４

H26

予算書項目 地方分権推進費

項　　目　　名 特例市推進事業費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】行政係 0857-20-3102 

【９次総の施策体系】0101 
 
【事業の目的及び効果】 
　全国特例市市長会では、特例市相互の緊密な連携を図るとともに、特例市の行財政の円 
滑な運営及び進展を図ることにより地方分権の推進に資するため、各種活動を通じて、積 
極的に国に対して地方の意志を伝える活動をしている。 
　平成２６年度は、総会の開催・提言活動を実施し、その後次期会長市への引継ぎを行う
ほか、総務大臣懇談会・秋季総会へ参加し、構成市との連携を図る。 
 
【事業の内容・実績（過去３年）】 
　・各種会議等に係る出張旅費 
　・全国特例市市長会負担金 
 
（過去３年事業費） 
　平成23年度 　993千円 
　平成24年度 1,368千円 
　平成25年度 1,816千円（見込み） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 1,137 

総務部長段階査定額 1,137 

総務管理費

目 諸費

前年度当初予算額 1,368 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,137 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,137 諸収入 0 

計 1,137 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００５

H26

予算書項目 工業統計調査費

項　　目　　名 工業統計調査費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-20-3156 
 
【９次総の施策体系】0101 
 
【事業の目的及び効果】 
　工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料とする。 
 
【事業の内容・実績（過去３年）】 
　根拠法令：統計法、工業統計調査規則 
　範囲：製造業の事業所 
　選定方法：全数調査 
　調査の期日：12月31日 
　調査の周期：毎年 
 
　事業費 
　　平成23年度　  0千円（経済センサスで実施） 
　　平成24年度　861千円 
　　平成25年度　840千円（見込み） 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 967 

総務部長段階査定額 967 

統計調査費

目 指定統計調査費

前年度当初予算額 1,067 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 967 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 967 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 967 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００６

H26

予算書項目 国勢調査調査区設定費

項　　目　　名 国勢調査調査区設定費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-20-3156 
 
【９次総の施策体系】0101 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２７年国勢調査の実施に必要な基礎資料となる調査区の設定図作成。 
 

款 総務費

項

本年度要求額 1,095 

総務部長段階査定額 995 

統計調査費

目 指定統計調査費

前年度当初予算額 0 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 995 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 995 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 995 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００７

H26

予算書項目 国勢調査第３次試験調査費

項　　目　　名 国勢調査第３次試験調査費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-20-3156 
 
【９次総の施策体系】0101 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２７年国勢調査の実施に先立ち、調査方法、調査関係書類の様式、設計の適否等を
調 査。 
　　調査時期：６月
　　調査範囲：１０調査区(予定)

款 総務費

項

本年度要求額 1,343 

総務部長段階査定額 1,343 

統計調査費

目 指定統計調査費

前年度当初予算額 0 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 1,343 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,343 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 1,343 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００８

H26

予算書項目 全国消費実態調査費

項　　目　　名 全国消費実態調査費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-20-3156 
 
【９次総の施策体系】0101 
 
【事業の目的及び効果】 
　家計の収支の実態、世帯の所得及び資産の分布、消費の水準と地域差異について調査。 
 　　調査時期：９～１１月
　　調査範囲：２１調査区(予定)
　　調査周期：５年

款 総務費

項

本年度要求額 9,166 

総務部長段階査定額 9,166 

統計調査費

目 指定統計調査費

前年度当初予算額 0 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 9,166 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 9,166 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 9,166 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総００９

H26

予算書項目 農林業センサス費

項　　目　　名 農林業センサス費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-20-3156 
 
【９次総の施策体系】0101 
 
【事業の目的及び効果】 
農業及び林業の基本的生産構造、就業構造及び背後条件を明らかにするとともに農林業構 
造の改善等農林行政諸施策の基本資料を得ること。 
 　　調査時期：平成２７年２月
　　調査範囲：市内全域
　　調査周期：５年

款 総務費

項

本年度要求額 14,854 

総務部長段階査定額 14,854 

統計調査費

目 指定統計調査費

前年度当初予算額 0 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 14,854 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 14,854 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 14,854 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１０

H26

予算書項目 経済センサス基礎調査費

項　　目　　名 経済センサス基礎調査費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
総務課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】統計係 0857-20-3156 
 
【９次総の施策体系】0101 
 
【事業の目的及び効果】 
　市内、全事業所の事業活動及び企業活動の状態を５年毎に調査し､事業所及び企業に関
す る基礎資料並びに各種統計調査実施のための事業所の母集団情報を整理する。 
　同時に商業統計調査を実施する。
　　調査時期：７月
　　調査範囲：市内の全ての事業所
　　調査周期：５年

款 総務費

項

本年度要求額 8,402 

総務部長段階査定額 8,402 

統計調査費

目 指定統計調査費

前年度当初予算額 0 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 8,402 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 8,402 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 8,402 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１１

H26

予算書項目 総合企画費

項　　目　　名 行財政改革大綱等推進事業費

事業の概要　会計名

ページ 159

年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
行財政改革課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】行政経営係 0857-20-3164
 
【９次総の施策体系】0201 

【事業の経過及び背景】 
　本市の行財政改革の取組は、第1次行政改革（S61）から継続して、現在第 5次行財政改
革大綱（構想期間：平成22～26年度）を策定して、経費の削減や事務の整理・ 合理化等の
行政執行体制の改革を推進している。 
　行財政改革大綱の進行管理については、外部機関として設置している市民の有識者と公 
募委員の12名（オブサーバー1名）からなる「鳥取市行財政改革推進市民委員会」で意見
をいただくとともに、本市の行政評価の妥当性を検証するため外部評価を行い、評価結果
を事業改善に活かしている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　第5次行財政改革大綱に基づき、さらなる行財政改革を強力に推進し、「地域とともに 
発展する自立した都市経営」をめざす。 
 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
（1）第5次鳥取市行財政改革大綱の進行管理 
（2）行政評価システムにおける外部評価（公開ヒアリング） 
 
　平成23年度　350千円、平成24年度　463千円、平成25年度　453千円（見込） 
 
【根拠計画】
  鳥取市自治基本条例　第21条（行政評価） 
　第5次鳥取市行財政改革大綱（構想期間：平成22～26年度）　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 585 

総務部長段階査定額 585 

総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 547 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 585 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 585 諸収入 0 

計 585 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１２

H26

予算書項目 総合企画費

項　　目　　名 総合計画策定事業費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

○

総務部 
行財政改革課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】行政経営係 0857-20-3164 
【９次総の施策体系】0202 
【事業の経過及び背景】 
　「第９次鳥取市総合計画」を平成23年3月に策定（基本構想期間：平成23～32年度、基 
本計画期間：平成23～27年度）し、事業を展開してきた。平成26年度は、これまでの事業 
の成果、課題等を踏まえつつ、「第10次鳥取市総合計画（仮称）（基本計画期間：平成28 
～32年度）」の策定準備に取り組む。 
【事業の目的及び効果】 
　平成28年度を初年度とする「第10次鳥取市総合計画（仮称）」の策定段階から素案策定 
まで、市民との協働による計画づくりを実施し、市民・各団体・各附属機関など幅広く意 
見・提言等をいただき、計画づくりに反映させることとする。 
　市内部においては、市民参画による各組織などの運営・協働をサポートするとともに、 
全職員の英知を集結して計画策定にあたる。 
【事業の内容】 
（1）総合計画策定市民ワーキンググループ 
　総合計画策定における市民委員会として位置づけ、市職員（プロジェクトチーム等）も 
　参加し、総合計画素案の協議を行う。 
（2）意見・提言募集 
　市民・各団体、各地域のまちづくり協議会、附属機関等からの随時の意見・提言募集を 
　行う。 
（3）市民アンケート 
　「第９次鳥取市総合計画」の各事業、施策等に関する総合的な市民評価等・課題や問題 
　点を明らかとし、その結果を踏まえて、「第10次鳥取市総合計画（仮称）」の策定を行
　う 。 
（4）市民啓発、広報活動（市民説明会、各団体説明（ヒアリング）、市報掲載等） 
　市民の意見、提言等を十分に反映するため、市民への情報提供体制を充実し、市民意識 
　の高揚を図る。 
（5）庁内体制の整備 
　総合計画策定幹部会、総合計画策定プロジェクトチーム、職員ワーキング　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 3,235 

総務部長段階査定額 3,235 

総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 0 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,235 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,235 諸収入 0 

計 3,235 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１３

H26

予算書項目 総合企画費

項　　目　　名 行政経営システム管理事業費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
行財政改革課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】行政経営係 0857-20-3164 

【９次総の施策体系】0201 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成16年3月に認証取得した、品質における国際規格（ISO9001）の9年間の取組を踏ま
え、平成25年度から本市独自の「行政経営システム」の運用を行なっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　これまで培ったスキルを活かし、本市独自のマネジメントシステムを構築し、有効に機 
能させ、各組織が提供する行政サービスの品質を向上させるとともに、総合計画、行財政 
改革大綱の実効性を高める。 
 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
（1）行政経営システムの運用 
（2）外部有識者による意見提言（有効性の確保） 
（3）職員研修の実施 
参考 
平成24年度までは「ISO9001管理事業費」で、毎年度の定期審査、更新審査の費用を計上 
平成23年度：667千円、平成24年度：1,068千円、平成25年度：619千円（見込） 
 
【根拠計画】
  第5次行財政改革大綱、鳥取市行政経営マニュアル　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 216 

総務部長段階査定額 216 

総務管理費

目 企画費

前年度当初予算額 841 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 216 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 216 諸収入 0 

計 216 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１４

H26

予算書項目 長期借入金元金償還金

項　　目　　名 長期借入金元金償還金

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
行財政改革課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【９次総の施策体系】0202 
 
【事業の目的及び効果】 
　道路、公共施設等の整備のため借り入れた起債の元金償還金として 
 
【事業の内容・実績（過去３年間）】 
　平成２３年度　１０，０８１，５２１千円 
　平成２４年度　１０，４９５，７７３千円 
　平成２５年度　１０，０６０，０１７千円（見込） 
　　　　　（内訳：定期償還９，７２８，５５６千円、繰上償還額３３１，４６１千円） 
 
【今後の取り組み】 
　起債発行額の抑制に努めるとともに、繰上償還を積極的に実施し、将来の財政負担の軽 
減を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 公債費

項

本年度要求額 9,696,148 

総務部長段階査定額 9,696,148 

公債費

目 元金

前年度当初予算額 9,726,566 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 109,297 0 

地方債 0 

その他 122,554 0 

市長段階査定額 9,696,148 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 9,464,297 諸収入 122,554 

計 9,696,148 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１５

H26

予算書項目 長期借入金利子償還金

項　　目　　名 長期借入金利子償還金

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
行財政改革課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】財務係 0857-20-3111 
 
【９次総の施策体系】0202 
 
【事業の目的及び効果】 
　道路、公共施設等の整備のため借り入れた起債に係る利子償還金として 
 
【事業の内容・実績（過去３年間）】 
　平成２３年度　１，７８５，１３１千円 
　平成２４年度　１，６２７，４７３千円 
　平成２５年度　１，４８７，０４３千円（見込） 
 
【今後の取り組み】 
　起債発行額の抑制に努めるとともに、繰上償還を積極的に実施し、将来の財政負担の軽 
減を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 公債費

項

本年度要求額 1,401,390 

総務部長段階査定額 1,401,390 

公債費

目 利子

前年度当初予算額 1,560,883 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 3,578 0 

地方債 0 

その他 219,721 0 

市長段階査定額 1,401,390 0 

219,721 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,178,091 諸収入 0 

計 1,401,390 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１６

H26

予算書項目 退職手当

項　　目　　名 退職手当

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
職員課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】給与係 0857-20-3108 
 
【９次総の施策体系】0202 
 
【事業の目的及び効果】 
　職員の退職に伴い、当該職員の鳥取市在職期間等に応じて退職手当を支給するもの。 
 
　○退職手当　一般職（平成27年3月31日定年退職　32人分）※消防職1人含む 
　　　　　　　特別職（市長の任期に伴うもの　1人分） 
　 
　　前年度当初予算は平成26年3月31日定年退職 35人分

【事業の財源】
　○退職手当負担金　36,725千円
　　退職職員の鳥取市以外の在職期間について、当該団体（鳥取市立病院、鳥取県
　　東部広域行政管理組合等）からの期間に応じた負担金
　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 751,033 

総務部長段階査定額 751,033 

総務管理費

目 一般管理費

前年度当初予算額 806,217 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 36,725 0 

市長段階査定額 751,033 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 714,308 諸収入 36,725 

計 751,033 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１７

H26

予算書項目 職員採用試験費

項　　目　　名 職員採用試験費

事業の概要　会計名

ページ 153

年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
職員課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】人事係　0857-20-3107 
 
【９次総の施策体系】0201 
 
【事業の経過及び及び背景】 
　退職等により生じた欠員を補充するため、毎年、職員採用試験を実施する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　職務遂行の能力を有するかどうかを正確に判定するため、競争試験を実施する。 
 
【事業の内容・実績】 
　一般事務、土木、建築、保健師、保育士等、職種に応じた職員採用試験を実施するため 
の経費 
　採用試験委託料の実績 
　H26年度見込　　　2,485,670円 
　（一般事務A・B・C、土木A、建築A、保健師、保育士、調理員、建築設備、
　任期付職員、任期付短時間勤務職員、臨時・非常勤職員） 
　H25年度見込　　　3,189,800円 
　（一般事務A・B・C、土木A、建築A、保健師、保育士、社会福祉士、任期付職員、
　任期付短時間勤務職員、臨時・非常勤職員） 
　H24年度実績　　　2,808,550円 
　（一般事務A・B・C、土木A、保健師、保育士、任期付職員、臨時・非常勤職員）　 
　H23年度実績　　　2,745,127円　 
　（一般事務A・B・C、土木A、電気、保健師、保育士、任期付職員、臨時・非常勤職員 ） 
　H22年度実績　　　2,534,252円 
　（一般事務A・B・C、土木A、建築、保健師、任期付職員、臨時・非常勤職員）

款 総務費

項

本年度要求額 2,540 

総務部長段階査定額 2,540 

総務管理費

目 一般管理費

前年度当初予算額 2,386 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,540 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,540 諸収入 0 

計 2,540 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１８

H26

予算書項目 研修参加費

項　　目　　名 研修関係事務費

事業の概要　会計名
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年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
職員課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】厚生係 0857-20-3108 
 【９次総の施策体系】0201 
 【事業の目的及び効果】 
　　職場外研修として集中的かつ専門的に行うことで、職員の知識・能力の向上を図る。
　ま た、他自治体と意見交換をすることで、同じ事務処理でも異なる方法を学び取り、
　柔軟な 思考、多角的なものの考え方を習得することができる。 
 【事業の内容・実績】 
○派遣研修 
　　自治大学校：2名、市町村職員中央研修所：5名、市町村職員国際文化研修所：14名
　　日本経営協会研修：18名、鳥取県職員人材開発センター研修（階層別研修、
　　能力開発・向上研修、語学講座等）
○自主研修 
　　定住自立圏共生ビジョン職員合同研修、CS向上研修、ハラスメント防止研修
　　評定者研修、目標設定研修、コーチング研修、公務員倫理研修等
　　≪実績≫H22年度･･･2,748名：5,439千円、　H23年度･･･2,084名：6,344千円、 
　　　　　　H24年度･･･3,048名：20,582千円 　H25年度･･･3,182名：22,855千円(見込）
　　※H24年度より、鳥取県職員人材開発センターへの委託料負担が開始。
　　　　　　委託料　H24年度･･･17,845,420円、H25年度･･･15,409,071円（見込）
【今後の取り組み】 
○派遣研修
　　直接のレベルアップにつながる研修内容の把握に努め研修へ派遣。 
○定住自立圏共生ビジョン合同職員研修 
　　計画期間（H22～H26《5年間》）、圏域職員の人材育成を促進する研修を共同で実
　　施。 
○自主研修 
　　計画に基づき、職員に必要な研修を実施。（CS向上研修、ハラスメント防止研修、
　　評定者研修、コーチング研修、コンプライアンス研修等）

款 総務費

項

本年度要求額 23,635 

総務部長段階査定額 23,621 

総務管理費

目 人事管理費

前年度当初予算額 23,972 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 23,621 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 23,621 諸収入 0 

計 23,621 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０１９

H26

予算書項目 研修参加費

項　　目　　名 韓国清州市職員派遣事業費

事業の概要　会計名

ページ 153

年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
職員課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】厚生係 0857-20-3108 
 
【９次総の施策体系】0201 
 
【事業の経過及び背景】 
　　姉妹都市である韓国清州市への派遣研修は、平成元年から平成7年までは短期研修
（9日間程度)、平成8年及び平成10年には6ヶ月、平成12年からは3ヶ月間（平成20～22年
　度は中断し、平成23年度より再開）、平成24年度からは清州市の申し入れにより6ヶ月
　の期間で派遣研修を実施し、相互交流と職員の資質向上に一定の成果をあげてきてい
　る。 

【事業の目的及び効果】 
　　異国の自治体で、長期研修を行うことで、本市の行政手法の見直しを図るとともに、
　言語習得と国際感覚を養成し、今後の鳥取市の施策に活かしていくことを目的とする。

【事業の内容・実績】 
　　派遣期間：6ヶ月（H25.7.2～H25.12.24） 
　　派遣人数：1人 
　　研修内容：地方行政の比較研修、言語研修　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 1,123 

総務部長段階査定額 1,123 

総務管理費

目 人事管理費

前年度当初予算額 1,277 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,123 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,123 諸収入 0 

計 1,123 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０２０

H26

予算書項目 研修参加費

項　　目　　名 韓国清州市職員受入事業費

事業の概要　会計名

ページ 153

年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
職員課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】厚生係 0857-20-3108 
 
【９次総の施策体系】0201 
 
【事業の経過及び背景】 
　 姉妹都市提携を結んでいる韓国清州市との職員交流を平成元年から平成19年まで実施
 し ていたが、平成20年度から3年間は一時中断し、平成23年度より職員相互派遣研修を再 
 開し、平成24年度実施分より派遣期間を3ヶ月から6ヶ月に変更した。

 
【事業の目的及び効果】 
　　両市間の相互交流により、鳥取市のよいところを清州市にアピールすることはもとよ
　り 受け入れ職員からの指摘に基づく業務改善や受入職員との交流による職員及び市民の
　国 際感覚の醸成を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
　　清州市職員を鳥取市に受け入れ、鳥取市行政の研究及び職員間の交流を図る。 
　　　受入期間：6ヶ月（H25.7.2～H25.12.24） 
　　　受入人数：1人 
　　　研修内容：担当業務の相互比較研修　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

本年度要求額 1,083 

総務部長段階査定額 1,083 

総務管理費

目 人事管理費

前年度当初予算額 1,135 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,083 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,083 諸収入 0 

計 1,083 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０２１

H26

予算書項目 鳥取市建設優良工事表彰費

項　　目　　名 鳥取市建設優良工事表彰経費

事業の概要　会計名

ページ 243

年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
検査契約課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】契約制度係 0857-20-3148 
 
【９次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成１７年４月から施行された「公共工事の品質確保に関する法律」によって、公共工 
事の発注者には価格と品質のどちらにも優れた工事契約を締結することが求められており 
、優秀な施工技術を持つ請負業者の育成が課題となっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取市発注建設工事のうち、優良な施工をした建設業者を表彰することで建設業者の施 
工意欲及び施工能力の向上を図り、工事品質を確保していく。 
　また、指名審査及び次回（平成２７年度）の格付に反映させる。 
 
【事業の内容・実績】 
・対象　鳥取市が発注した建設工事で、表彰実施年度の前年度に完成した工事 
・選考　副市長、総務部長、都市整備部長、農林水産部長、環境下水道部長及び外部委員 
２名で組織する「優良建設工事審査委員会」で決定する。 
・表彰時期　９～１１月頃 
・その他　市報・ＨＰで表彰工事の紹介 
・平成２３年度　５０千円　１３工事（１７業者） 
　平成２４年度　５４千円　　９工事（１１業者） 
　平成２５年度　５４千円　１４工事（１７業者） 
 
【今後の取組み】 
　継続して実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 土木費

項

本年度要求額 56 

総務部長段階査定額 54 

土木管理費

目 土木総務費

前年度当初予算額 54 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 54 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 54 諸収入 0 

計 54 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総０２２

H26

予算書項目 事務費

項　　目　　名 指名参加願等処理費

事業の概要　会計名

ページ 243

年度

所　　属　　名

新規
事業

総務部 
検査契約課

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】契約制度係 0857-20-3148 
 
【９次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　公共工事の請負業者には、工事品質及び企業の社会的責任の観点から、単に工事を施工 
する能力だけでなく、経営状態や技術者の保有状況、納税状況等が一定程度の基準を満た 
していることが求められている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　市が発注する建設工事等の指名業者の審査、登録を行うことにより、不適格業者の排除 
、適正な工事執行を図る。 
 
【事業の内容・実績】 
・審査、登録、格付結果通知 
　※入札参加資格審査申請は２年に１度（２６年度は定期受付で全業者を対象として行う 
。） 
・平成２３年度　　６６千円 
　平成２４年度　３３９千円 
　平成２５年度　　６２千円 

【今後の取組み】 
　継続して実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 土木費

項

本年度要求額 312 

総務部長段階査定額 295 

土木管理費

目 土木総務費

前年度当初予算額 62 

その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 295 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 295 諸収入 0 

計 295 その他 0 


